
老 人 保 健 課

535



１．介護予防の推進について

○ 通いの場の取組を中心とした一般介護予防事業等については、一部の自治体ではそ

の取組の成果が現れてきているとともに、介護予防に加え、地域づくりの推進という

観点からも保険者等の期待の声も大きく、また、高齢者の保健事業と介護予防の一体

的な実施の動向も踏まえ、その期待は更に大きくなってきている。

このような状況を踏まえ、令和元年５月に「一般介護予防事業等の推進方策に関す

る検討会」を設置し、一般介護予防事業等の今後求められる機能や PDCA サイクルに沿

った更なる進方策等の検討を集中的に実施し、12 月に取りまとめを公表した。

○ 本取りまとめにおいては、

・ 通いの場の取組を始めとする一般介護予防事業は、住民主体を基本としつつ、効

果的な専門職の関与も得ながら、従来の介護保険の担当部局の取組にとどまらず多

様な関係者や事業等と連携し、充実を図ることが必要。

・ また、こうした取組をより効果的・効率的に行うためには、PDCA サイクルに沿っ

た推進が重要であり、市町村・都道府県・国がそれぞれの役割を最大限に果たすべ

き。

とされ、都道府県においては、関係団体等との連携体制の構築等の広域的な視点での

市町村支援や地域分析に基づく丁寧な市町村支援が求められている。

○ 厚生労働省では、第８期介護保険事業（支援）計画期間の開始に向けて、秋頃を目

処に本取りまとめを踏まえ、地域支援事業実施要綱の見直しや通知の発出、基本チェ

ックリストなど介護予防に係るデータ活用のための環境整備等を行うこととしてい

る。

○ また、全国で取組を更に広げていく観点から、通いの場の好事例の紹介や、企業、

団体、自治体等における介護予防・高齢者生活支援に資する優れた活動等の奨励・普

及を目的とした表彰等も引き続き行っていくこととしており、都道府県においても、

地域特性に応じた魅力的な通いの場が推進されるよう、引き続き市町村への支援をお

願いしたい。

○ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施を推進するための体制の整備等に関

する規定を盛り込んだ「医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険

法等の一部を改正する法律（令和元年法律第９号）」が令和２年４月１日に施行とな

ることから、都道府県においては、事例の横展開、県内の健康課題の俯瞰的把握や事

業の評価等の観点から、一体的な実施の円滑な推進の支援をお願いしたい。
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○ 第76回介護保険部会（平成31年３月20日開催）において、一般介護予防事
業等に今後求められる機能やPDCAサイクルに沿った更なる推進方策等の
検討を集中的に実施し、介護保険部会の議論に資するため、「一般介護
予防事業等の推進方策に関する検討会」を設置することが了承された。

○ これを受け、令和元年５月から、参考人からのヒアリングを含めて議
論を行い、8月23日に中間取りまとめを実施し、第80回介護保険部会（令
和元年8月29日開催）において報告。計９回にわたり議論を行い、12月
13日に、取りまとめを公表。

「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会」 開催経緯
経緯

同検討会におけるこれまでの主な検討事項

第１回（５月27日） ・今後のスケジュールについて
・一般介護予防事業等について

第２回（７月３日） ・自治体による地域特性に応じた取組について(事例発表)
第３回（７月19日） ・介護予防（主に通いの場）に関するエビデンスの現状について

・一般介護予防事業等の推進方策について
・中間取りまとめ骨子案について

第４回（８月７日） ・中間取りまとめについて
・PDCAサイクルに沿った推進方策について

第５回（９月４日） ・中間取りまとめを踏まえた検討の論点と進め方について
・PDCAサイクルに沿った推進方策について

第６回（10月３日） ・地域支援事業の他の事業等との連携方策や効果的な実施
方法、在り方について
・PDCAサイクルに沿った推進方策について

第７回（10月21日） ・PDCAサイクルに沿った推進方策について
・専門職の効果的・効率的な関与の具体的方策について

第８回（11月29日） ・取りまとめ（案）について
第９回（12月９日） ・取りまとめ（案）について

※ 12月13日 取りまとめ公表

一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会 構成員（計25名）
○：座長

荒井 秀典 国立長寿医療研究センター理事長

安藤 伸樹 全国健康保険協会理事長

石田 路子
特定非営利活動法人高齢社会をよくする女性の会理事（名古
屋学芸大学看護学部教授）

鵜飼 典男 公益社団法人日本薬剤師会理事

江澤 和彦 公益社団法人日本医師会常任理事

○遠藤 久夫 国立社会保障・人口問題研究所所長

大西 秀人
全国市長会介護保険対策特別委員会委員長（香川県高松
市長)

岡島 さおり 公益社団法人日本看護協会常任理事

河本 滋史 健康保険組合連合会常務理事

黒岩 祐治 全国知事会社会保障常任委員会委員（神奈川県知事）

小玉 剛 公益社団法人日本歯科医師会常務理事

近藤 克則
千葉大学予防医学センター社会予防医学研究部門教授
国立長寿医療研究センター老年学・社会科学研究センター老年
学評価研究部長

近藤 国嗣 一般社団法人全国デイ・ケア協会会長

近藤 尚己 東京大学大学院医学系研究科健康教育・社会学分野准教授

齋藤 秀樹 公益財団法人全国老人クラブ連合会常務理事

斉藤 正行 一般社団法人日本デイサービス協会理事長

田中 和美 神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部栄養学科教授

辻 一郎 東北大学大学院医学系研究科教授

津下 一代 あいち健康の森健康科学総合センターセンター長

濵田 和則 一般社団法人日本介護支援専門員協会副会長

藤原 忠彦 全国町村会顧問（長野県川上村長）

藤原 佳典
東京都健康長寿医療センター研究所社会参加と地域保健研究チーム研
究部長

堀田 聰子 慶応義塾大学大学院健康マネジメント研究科教授

山際 淳 民間介護事業推進委員会代表委員

山田 実 筑波大学人間系教授

＜通いの場などの介護予防の捉え方＞
高齢者が関心等に応じ参加できるよう、介護保険による財政的支援を行っているものに限らず幅広い取組が通いの場に含ま
れることを明確化。取組を類型化し、事例集等を作成。自治体や関係者に周知。
役割がある形での社会参加も重要であり、ボランティア活動へのポイント付与や有償ボランティアの推進に加え、就労的活動の
普及促進に向けた支援を強化。
ポイント付与を進めるためのマニュアルの作成等を実施。

（１）地域支援事業の他事業との連携方策や効果的な実施方策、在り方

＜連携の必要性が高い事業＞
地域支援事業の他の事業（※）との連携を進めていくことが重要。
→ 実態把握を進めるとともに、市町村において連携した取組が進む
よう、取組事例の周知等を実施

※ 介護予防・自立支援のための地域ケア会議、短期集中予防サービ
ス（サービスC）、生活支援体制整備事業

＜現行制度の見直し＞
一般介護予防事業を含む総合事業の実施しやすさや利用者
のサービス利用の継続性に配慮していくことが必要。
→ ・ 総合事業の対象者の弾力化
・ 総合事業のサービスの価格の上限を定める仕組みの見直し
・ 介護予防の取組を積極的に行う際の総合事業の上限額の弾力化
等の総合事業の在り方については、本検討会での議論を踏まえ、
引き続き介護保険部会等で検討

「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会」取りまとめ（概要）① 令和元年12月13日公表

【ポイント】
通いの場の取組を始めとする一般介護予防事業は、住民主体を基本としつつ、効果的な専門職の関与も得ながら、従来の介護
保険の担当部局の取組にとどまらず多様な関係者や事業等と連携し、充実を図ることが必要。
また、こうした取組をより効果的・効率的に行うためには、PDCAサイクルに沿った推進が重要であり、市町村・都道府県・国がそれぞ
れの役割を最大限に果たすべき。

一般介護予防事業等に今後求められる機能を実現するための具体的方策等
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一般介護予防事業等に今後求められる機能を実現するための具体的方策等（続き）
(２) 専門職の効果的・効率的な関与の具体的方策

１）通いの場等の一般介護予防事業への専門職の関与
通いの場が住民主体であることや、専門職が限られていることにも
留意しつつ、以下の取組を効果的に実施。
• 幅広い医療専門職との連携を推進するとともに、多様な専門職
種や学生等の関与も期待

• 医療関係団体等との連携事例の把握やモデル事業等を実施
この結果も踏まえ、具体的な連携方策を提示

• 後期高齢者医療広域連合等と連携し、高齢者の保健事業と
一体的な実施を推進

• データ分析の推進や民生委員等との連携による、不参加者を
把握する取組やアウトリーチ支援等の実施

２）地域リハビリテーション活動支援事業の在り方
事業の質の向上を図り更なる実施を促すため、都道府県と市町村
が連携し安定的に医療専門職を確保できる仕組みを構築。
研修等による人材育成等もあわせて実施。
• 都道府県の役割
都道府県医師会等と連携し、リハビリテーション協議会等の設置
や充実により、地域の実情に応じた体系的な支援体制を構築

• 市町村の役割
郡市区等医師会等と連携し、医療機関や介護事業所等の協
力を得て、医療専門職を安定的に派遣できる体制の構築と関
係機関の理解を促進

(３) PDCAサイクルに沿った推進方策

１）PDCAサイクルに沿った取組を推進するための評価の在り方
アウトカム指標やプロセス指標を組み合わせ評価。
今後国は指標を検討し、一般介護予防評価事業の見直し等を
行うことが必要。その際、保険者機能強化推進交付金の指標と
整合を図ることが望ましい。
• アウトカム指標
個々の事業や高齢者全体の状況等を判断する指標を設定
・ プロセス指標
実施体制や関係団体の参画などの具体的な取組状況が把握で
きる指標を設定

「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会」取りまとめ（概要）② 令和元年12月13日公表

２）PDCAサイクルに沿った取組を推進するための方策
以下の取組をそれぞれ実施。小規模な自治体も多いため、市町村
の業務負担軽減等に、十分に配慮。
• 市町村：行政内の医療専門職等が中心となり取組を実施
• 都道府県：地域の実情を踏まえた支援を実施
• 国： データ活用のための環境整備等の支援を実施

今後通いの場等の取組に関する効果検証等を通じた、エビ
デンスの構築も必要

「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会」取りまとめ（概要）③ 令和元年12月13日公表

市町村・都道府県・国の役割

（１）市町村
• 行政内の様々な部局とともに、民間企
業等の多様な主体と連携し取組を充実

• 専門職関与のための体制の充実
• 地域住民への情報発信

（２）都道府県
• 関係団体等との連携体制の構築等の広
域的な視点での市町村支援

• 地域分析に基づく丁寧な市町村支援

（３）国
• 進捗状況の把握と必要に応じた施策
等の検討

• 都道府県や市町村支援に対する情報
発信

• データ活用のための環境整備等

一般介護予防事業等に今後求められる機能を実現するための具体的方策等（続き）
介護予防に関する成果の評価イメージ 取組過程の評価項目（例）

＜市町村＞
• 連携（行政内部、地域の多様な主体）
• 専門職の関与（保健事業との一体的な実施、
関係団体との連携）

• 参加促進（ポイント付与等、アウトリーチ、担い
手）

• 企画・検証等の体制整備、データ活用
• 高齢者の状態把握の実施

＜都道府県＞
• 市町村支援（好事例の発信、情報交換の場の
設定、データの分析・活用）

• 広域的な連携体制整備（専門職団体、自治
組織や社協、民間企業、大学等）
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通いの場の数と参加率の推移 （参加率(％)）
通いの場の主な内容内訳

（箇所数(箇所)）

（参考）事業の位置づけ：介護予防・日常生活支援総合事業
○介護予防・生活支援サービス事業 ○ 一般介護予防事業

・ 地域介護予防活動支援事業
・ 地域リハビリテーション活動支援事業 等

○ 住民主体の通いの場の取組について、介護予防・日常生活支援総合事業のうち、一般介護予防事業の中で推進
○ 通いの場の数や参加率は増加・上昇傾向にあり、取組内容としては体操、茶話会、趣味活動の順で多い。

【財源構成】
国：25％、都道府県：12.5％、市町村12.5%
１号保険料：23％、２号保険料：27％

（※）介護予防に資する取組への参加やボランティア等へのポイント付与 ５１５市町村

うち、高齢者等による介護予防に資するボランティア活動に対するポイントの付与 ４２６市町村
（介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況（平成３０年度実施分）に関する調査）

住民主体の
通いの場

運動機能向上
体操等

低栄養予防
会食等

口腔機能向上
体操等

認知機能低下予防
多様な学びのプログラム等

社会参加促進
ボランティア、茶話会、
趣味活動、就労的活動、

多世代交流等

ポイントを活用して、
担い手の確保や参加も促進
（Ｈ30年度実施市町村：515）

住民主体の通いの場等（地域介護予防活動支援事業）

参加者実人数 2,021,747人 高齢者人口の5.7％が参加

地域支援事業実施要綱（抜粋）
介護予防に資する住民主体の通いの場への参加者数は、高齢者の年齢、介護認定者数等が地域により異な
るため一律に定めることはなじまないが、平成26年介護保険法改正時に先行事例として紹介された取組では、
高齢者人口の概ね１割であったことを参考にされたい。

通いの場（全体）への参加率
（通いの場の参加者実人数／高齢者人口）

平成３０年度 介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の
実施状況に関する調査
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疾病予防・
重症化予防

生活機能の改善

高齢者

※フレイルのおそ
れのある高齢者
全体を支援

保健事業
介護予防の事業等

医療・介護データ解析

④多様な課題を抱える高齢者や、
閉じこもりがちで健康状態の不明
な高齢者を把握し、アウトリーチ
支援等を通じて、必要な医療サー
ビスに接続。

②高齢者一人ひとりの医療・介護等の情報を一括把握
③地域の健康課題を整理・分析

かかりつけ医等

⑥社会参加を含む
フレイル対策を
視野に入れた取
組へ

⑧通いの場への参加勧奨や、事業内容
全体等への助言を実施

①市町村は次の医療専門職を配置
・事業全体のコーディネートや企画調整・分
析を行うため、市町村に保健師等を配置

・高齢者に対する個別的支援や通いの場等
への関与等を行うため、日常生活圏域に保
健師、管理栄養士、歯科衛生士等を配置

⑦医療専門職が、
通いの場等にも
積極的に関与

⑤国民健康保険と後期高齢者
医療制度の保健事業を接続

⑨民間機関の連携等、通い
の場の大幅な拡充や、個
人のインセンティブとな
るポイント制度等を活用

国保中央会・国保連が、
分析マニュアル作成・市町
村職員への研修等を実施

要介護
認定

介護
レセ

後期高
齢者の
質問票

⑪通いの場に、保健医療の視点からの支援
が積極的に加わることで、

・通いの場や住民主体の支援の場で、専門
職による健康相談等を受けられる。

・ショッピングセンターなどの生活拠点等
を含め、日常的に健康づくりを意識でき
る魅力的な取組に参加できる。

・フレイル状態にある者等を、適切に医療
サービスに接続。

健診
医療
レセ

～2024年度までに全ての市区町村において一体的な実施を展開（健康寿命延伸プラン工程表）～

経費は広域連合が交付
(保険料財源＋特別調整交付金)

⑩市民自らが担い手
となって、積極的
に参画する機会の
充実

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施（市町村における実施のイメージ図）

○企画・調整・分析等を行う医
療専門職の配置

○日常生活圏域に医療専門職の
配置
等に要する費用（委託事業費）

市町村が一体的に実施
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２．在宅医療・介護連携の推進について

○ 地域包括ケアシステムの構築に資するため、平成 26 年の介護保険法改正により平成

27 年度から、市町村が行う事業として、地域支援事業の中に、在宅医療・介護連携推進

事業が位置付けられ、平成 30 年度からは全ての市町村で実施することとされるととも

に、平成 29 年の介護保険制度改正において、介護保険事業計画に関し、平成 30 年度か

ら計画作成・見直しのサイクルが一致となる医療計画との整合性の更なる確保等の観点

から見直しを行ったところである。

○ 在宅医療・介護連携推進事業については、約６割の市町村では、事業で定められた項

目以外が地域の実情に応じて実施されるなど、取組が定着するとともに、広がりが出て

きている。一方で、「将来的な在宅医療・介護連携推進事業のあるべき姿をイメージでき

ていないこと」を課題としてあげる市町村が多くあるともに、８つの事業項目を行うこ

と自体が目的になっているのではないかとの指摘もある。

○ このような中で、最近の認知症施策推進大綱等の動きも踏まえ、地域の実情に応じた

柔軟な取組を可能としつつ、取組の更なる充実が図れるよう「介護保険制度の見直しに

関する意見（令和元年 12 月 27 日社会保障審議会介護保険部会）」を踏まえ、以下の通り

見直しを行う予定である。

在宅医療・介護連携推進事業に関する見直し

地域の実情に応じ、取組内容の充実を図りつつ PDCA サイクルに沿った取組を更に進

められるよう、第八期介護保険事業計画期間より以下のとおり見直し

① 現状規定する８つの事業について、PDCA サイクルに沿った取組を実施しやすくな

るよう、以下の考え方で見直し。

― 現状分析や課題把握、企画・立案等に関する事業を整理し、取組趣旨を明確化

― 地域の実情に応じた取組が可能となるよう、事業選択を可能に

― 他の地域支援事業に基づく、事業と連携し実施するよう明確化

② 手引き等の中で、以下の内容を明確化

― 認知症施策や看取りに関する取組を強化すること

― 都道府県による市町村支援の重要性（医師会等の関係機関との調整、情報発

信、人材育成等）

③ PDCA サイクルに沿った取組を後押しできるよう、評価指標をお示しする予定。あ

わせて、地域包括ケア「見える化」システムを活用し、見える化を推進。

○ 今後については、第八期介護保険事業計画からの実施に向けて円滑な施行が図られよ

う、令和２年度秋目処に、改正省令を公布するとともに、「在宅医療・介護連携推進事業

の手引き Ver.2」を見直す予定であり、自治体の担当者への研修会等も実施を予定して

いる。
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地域包括ケアシステムの実現に向けた第８期介護保険事業計画期間
からの在宅医療・介護連携推進事業の進め方

■ 地域の社会資源(医療機関、介護事業所
の機能等）や、在宅医療や介護サービスの
利⽤者の情報把握

■ 将来の人口動態、地域特性に応じたニー
ズの推計（在宅医療など）

■ 情報を整理しリストやマップ等必要な媒
体を選択して共有・活用

※企画⽴案時からの医師会等関係機関との協働が重要

Ｐ
現状分析・課題抽出・施策⽴案

lan

対応策の評価の実施

都道府県(保健所等)による支援

Ｃheck
計画

評価

地域のめざすべき姿

市町村

医療関係者
(医師会等の関係団体

・訪問看護等の事業者など)

介護関係者
(居宅介護⽀援事業所など)

住 ⺠

切れ⽬のない在宅医療と介護の提供体制の構築
（看取りや認知症への対応を強化）

Ａct
改善

※１

＜市町村における庁内連携＞ 総合事業など他の地域支援事業との連携や、災害・救急時対応の検討

対応策の実施 ＜柔軟な実施が可能となるよう⾒直し予定＞

○ 医療・介護関係者の情報共有の⽀援

■ 在宅での看取りや⼊退院時等に
活用できるような情報共有ツールの
作成・活用

○ 医療・介護関係者の研修

■ 多職種の協働・連携に関する研修
の実施（地域ケア会議含む）
■ 医療・介護に関する研修の実施

○ 地域住⺠への普及啓発

■ 地域住⺠等に対する講演会やシンポ
ジウムの開催
■ 周知資料やHP等の作成

○ 医療・介護関係者に関する相談支援

■ コーディネーターの配置等による相談
窓口の設置※1

■ 関係者の連携を支援する相談会の開催

○ 在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携

■ 二次医療圏内にある市区町村等における広域連携が必要な事項について検討・⽀援
■ 分析に必要なデータの分析の支援
■ 都道府県の医療及び福祉の両部局の連携
■ 関係団体（都道府県医師会などの県単位の機関）との調整や、市町村が地域の関係団体と連携体
制を構築する際の支援

○ 地域医療構想・医療計画との整合

※1:市町村単独での相談窓口設置が困難な場合は、柔軟な対応も検討

Ｄo
実⾏
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３．介護保険制度におけるリハビリテーション提供体制について

【介護保険事業（支援）計画におけるリハビリテーションサービスについて】

○ 「介護保険制度の見直しに関する意見（令和元年度 12 月 27 日）」における記載

・リハビリテーションについて、どの地域でも適時適切に提供されるよう、介護保険

事業（支援）計画での対応を含め更なる取組の充実が必要である。

○ 当該意見を踏まえ、本年度中に要介護者等に対するリハビリテーション提供体制に

係る検討を進め、令和２年４月を目途に、「要介護者等に対するリハビリテーションサ

ービス提供体制に関する検討会(仮称)」を設置し、第８期介護保険事業（支援）計画

における要介護者等に対するリハビリテーションサービスに関する役割や整備目標等

の検討を実施する予定。

【介護予防分野における地域リハビリテーション体制について】

○ 「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会の取りまとめ（令和元年度 12 月 13

日）」において地域リハビリテーション活動支援事業の在り方として以下のように取り

まとめられた。

・都道府県は、都道府県医師会等と連携し、現行の仕組みであるリハビリテーション

協議会や支援センター等の設置や充実を図ることにより、地域の実情に応じた地域

リハビリテーション支援体制を体系的に構築すること。

・市町村は、こうした支援体制を踏まえ、郡市区等医師会や必要に応じて都道府県医

師会と連携の上、医療機関や介護事業所等の協力を得て、医療専門職を安定的に派

遣できる体制を構築するとともに、関係機関の理解促進を図ることが必要である。

○ これらを踏まえて「地域リハビリテーション推進のための指針」（平成 18 年 3 月 31

日老老発第 0331006 号厚生労働省老健局老人保健課長通知）を次のように令和３年４

月に施行予定。

・地域リハビリテーションが、地域包括ケアシステムの構築かつ市町村の一般介護予

防事業の充実・強化のための取組であることを明記

・都道府県リハビリテーション支援センター及び地域リハビリテーション広域支援セ

ンターの業務を改めて整理

・研修実施内容を近年の動向を踏まえた形に修正
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要介護者等に対するリハビリテーション提供体制の
指標開発に関する調査研究事業

令和２年度予算案 ３６,３８６千円

要介護者と要支援者におけるリハビリテーションサービス

提供体制の均霑化を目指し、介護保険事業（支援）計画にお

ける地域のリハビリテーションの提供体制の指標の検討・提

案を行うための検討会を開催。

介護保険事業（支援）計画リハビリテーションサービス提

供体制の指標に関する手引きを作成。

成果目標

介護保険事業（支援）計画における要介護者等のリハビリ

テーションの提供体制の指標の分析・検討・提案。

令和３年度介護報酬改定の議論するにあたり、直近におけ

るリハビリテーションの実態を把握するための実態調査を実

施する。

都道府県及び市町村の介護保険事業（支援）計画担当者に

対し、リハビリテーションサービス提供体制の指標に関する

手引きを作成して普及・啓発を実施。

事業イメージ

成果目標・事業スキーム

令和２年度要求内容

② 要介護者等に対するリハビリテーション提供体制指標案(例)

① 開催の目的・主な検討事項

（１）介護保険事業計画における要介護者等に対するリハビリ
テーション提供体制

（２）PDCAサイクルに沿った指標
（３）その他

要介護者等に対するリハビリテーションサービス提供体制に関

する検討会（仮称）
適切なリハビリテーションの提供は、利用者がその能力に

応じ自立した日常生活を営むために欠かせないものである。

一方で、地域における通所リハビリテーション事業所数やリ

ハビリ職員数には地域差が存在する。

ストラクチャー プロセス アウトカム
訪問リハビリテーション
事業所数

訪問リハビリテーション受
給者数 要介護度の改善度

訪問リハビリテーション
従事者数

通所リハビリテーション受
給者数

リハビリテーション
の終了人数

通所リハビリテーション
事業所数 訪問看護受給者数

通所リハビリテーション
従事者数 介護老人保健施設受給者数

過去のリハビリテーションに関する調査事業や介護保険総合

データベース等を基に要介護者等に対するリハビリテーション

に関する分析を行い、指標作成のためのデータを作成・提案。

都道府県及び市町村が介護保険事業(支援)計画のリハビリ

テーション提供体制指標の策定にあたり参考となる手引きを作

成。

地域リハビリテーション体制（イメージ）について

2

参加団体例（都道府県医師会等の関係団体）
病院協会、病院協会、老人保健施設協会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、理学療法士会、作業療法士会、言語聴覚士会、栄養士会、歯科衛生

士会、等関係団体、介護支援専門員協会、保健所、市町村、郡市区等医師会、患者・家族の会代表やその他事業の推進に必要な者

都道府県リハビリテーション協議会（企画体制）

都道府県リハビリテーション支援センター(推進体制)

地域リハビリテーション支援センター（市町村、二次医療圏等地域の実情に応じ設定）

・リハビリテーション連携指針の作成
・リハビリテーション支援センターの指定に係る調整・協議

○ 地域リハビリテーション推進のための指針における、都道府県における望ましい地域リハビリテーションのイメージは
以下のとおり

○ 都道府県は、協会の設置や支援センターの指定を行い、事業実施を推進することで、市町村の一般介護予防を中心とし
た地域支援事業の充実・強化を支援

・地域での相談支援（住民からの福祉用具や住宅改修等に関する専門的相談）

・研修の実施（リハビリテーション従事者、介護サービス事業所の職員、市町村職員向け等）

・通いの場や地域ケア会議等への派遣の調整

支援
・地域リハビリテーションセンターにおける研修の企画
・リハビリテーション資源の把握
・行政や関係団体との連絡・調整

都道府県 協議

指定
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介護職員等への助言などを
実施することで、通所や訪問介護にお
ける自立支援に資する取組を促進

自立支援のプロセスを参加者全員で
共有し、個々人の介護予防ケアマネ
ジメント力の向上を目指す

介護予防に資するような通いの
場の地域展開を、専門的な観点
から支援

リハビリテーションに関連する専門職等

地域リハビリテーション活動支援事業の概要

○ 地域における介護予防の取組を機能強化するため、地域ケア会議、通所・訪問介護事業所、住民運営の通いの場等への
リハビリテーション専門職等の関与を促進

○ 市町村は、郡市区等医師会等の関係団体と連携の上、医療機関や介護事業所等の協力を得て、リハビリテーション専門職を
安定的に派遣できる体制を構築するとともに、関係機関の理解を促進

住民運営の
通いの場への支援

地域ケア会議への
参画等

訪問・通所介護
職員等への助言

連携

派遣

医療機関・
介護サービス事業所等

地域包括支援センター

市町村
郡市区等医師会等

関係団体

企画調整を
連携し実施
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４．介護療養型医療施設等から介護医療院等への移行状況の把握と移行
支援のためのお願いについて

○ 地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律

（平成 29 年法律第 52 号）に基づき、平成 30 年４月から、今後増加が見込まれ

る長期的な医療と介護のニーズを併せ持つ高齢者の受け皿を確保するため、介

護医療院が創設され、介護療養型医療施設については、平成 29 年度末であった

移行期限が、令和５年度末まで６年間延長とされたところである。介護療養型医

療施設等から介護医療院等への移行状況の把握については、介護医療院への円

滑な移行の促進や介護保険財政に与える影響の両面から、どのような対応を図

ることが適当かを検討する上で、大変重要なものである。

○ 上記を踏まえ、平成 30 年度からは、委託事業である介護医療院開設移行等

支援事業の一環として、療養病床の移行状況だけでなく、介護医療院への移行

状況の把握を行っており、皆様にご協力いただいているところである（介護医

療院の開設状況は昨年 12 月末日時点で 301 施設、18,931 療養床）。令和２年度

も事業を継続していく予定で、現在予算事業の調達手続きを行っており、詳細

が決まり次第、改めて事務連絡等を通じてお願いをさせていただくので、引き

続きご協力お願いしたい。

○ なお、令和２年度の介護医療院開設移行等支援事業では、

・介護療養病床を有する事業者等を対象とした研修

・自治体に対する介護療養型医療施設の移行状況に関するヒアリング

・移行に係る課題の整理やその対応策等の検討

等の内容も盛り込んでいるところである。

○ 今年度実施した実務担当者向け研修会では、全国で約 80 自治体、計約 120

名の方々に参加いただき、手続き上の課題や各自治体での取組等について活発

なグループディスカッションが行われた。

○ 今後高齢化のピークを迎える地域・既にピークを迎えた地域、介護療養病床

が多い地域・少ない地域等、地域によって状況は様々であり、各自治体ではそ

れぞれの状況を踏まえた対応が求められる。

○ 令和５年度末の介護療養病床の経過措置期限まで約４年残されているが、多

数の申請に対応するには時間がかかること、補助金の使用を希望する事業者が

急増すると補助金の確保が困難となること等から、早い段階から計画的に移行

等を行うよう、事業者と相談することが望ましいと考えられる。
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○ そのためにも普段から積極的に事業者と連絡をとり、介護療養病床の経過措

置期限や移行定着支援加算等の介護医療院開設に係る支援策について周知を行

っていただきたい。

○ また、円滑な移行にあたっては、都道府県と市町村の医療と介護の担当部局

の連携、自治体内での他部局との連携も重要である。

○ 移行支援策の一環として、昨年 12 月の「社会保障審議会介護保険部会介護

分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会中間取りまとめ」を受けて、介

護療養型医療施設から介護医療院へ移行する場合は、介護療養型医療施設の指

定更新時から変更のない資料については提出不要とさせることができるよう、

手続きを進めている。３月下旬目途で取扱い等示せればと考えているが、運用

においてご協力をお願いしたい。

○ なお、先般、処遇改善の加算について、介護職員処遇改善加算及び介護職員

等特定処遇改善加算の事務取扱を一本化した通知をお示ししたところである

が、本中間取りまとめも踏まえ、自治体においては、通知でお示しした様式を

変更せずご利用いただきたいと考えており、ご協力をお願いしたい。

○ 研修会等で明らかとなった各自治体の取組も参考にしつつ、引き続き介護医

療院への移行支援策を進めていく所存であるため、引き続き、各事業者に対す

る移行支援に努めていただくとともに、介護医療院等への移行状況についての

情報提供にご協力お願いしたい。
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５．要介護認定制度等について

○ 要介護認定制度等に関連する事項として、以下のことをお知らせする。

（１）認定調査を指定市町村事務受託法人に委託するときの認定調査員の要件拡

大について

市町村が、要介護認定における認定調査を指定市町村事務受託法人に委託

したとき、当該法人で認定調査を行う者は介護支援専門員とする取扱いにつ

いて、令和２年４月から、介護支援専門員以外の、医療、福祉の専門的知識

を有している者も認定調査を実施できることとした。

現在、介護保険法施行規則等の改正の手続きを進めており、参考資料１、

参考資料２のとおり改正し、令和２年４月１日から施行する予定であるの

で、御了知いただきたい。

（２）矯正施設や介護保険法適用除外施設から退所する際の要介護認定について

介護保険法適用除外施設の退所予定者の要介護認定申請は、退所日の３ヶ

月前から受け付けることを可能としており、これを踏まえ、矯正施設の退所

予定者についても同様の取扱いとしている市町村があると承知している。

今後、これらの者に対する要介護認定申請について、退所後に円滑な介護

サービスの利用調整のため、市町村において３ヶ月以上の期間が必要と認め

る場合は、退所日の３ヶ月以前から申請を受け付けても差し支えないものと

する。

なお、退所後に、審査判定時の状況が変化しうる可能性があると考えられ

る場合には、有効期間を原則より短く定めることもできるので、この点も踏

まえて適切な要介護認定をお願いしたい。

（３）要介護認定の適切な実施について

要介護認定における認定調査や二次判定の具体的な方法や考え方は、認定

調査の手引きや介護認定審査会の運営要綱により示している。

要介護認定は、被保険者本人の心身の状態や介護の手間を丁寧に把握した

上で、介護サービスの必要度を判定する重要なプロセスであり、全国一律の

基準に基づき実施される必要がある。当然ながら、保険者機能強化推進交付

金における評価を考慮し、要介護認定が行われることは不適切である。

各市町村においては、認定調査や二次判定の適切な実施について改めて徹

底いただきたい。また、厚生労働省では、要介護認定適正化事業において市

町村の介護認定審査会を訪問して助言を行う取組をしているので、適正化に

向けて活用いただきたい。

（４）認定ソフト 2018 のバージョンアップについて

第８期介護保険事業計画の期間に向けた制度改正に対応した「認定ソフト

2018」を、令和２年度末を目処にリリースすることを予定しており、現時点

では以下の内容の更新を予定している（今後の検討で変更が生じ得る）。当該

更新に係るインターフェース仕様書（案）は、令和２年 12 月頃に提供予定で

あるので、特に、介護事務システムにおいて要介護認定事務を行う市町村に
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おかれては御留意いただきたい。

【更新事項（予定）】

・ 有効期間の変更（更新認定の直前の要介護度と同じ要介護度になった

者の有効期間の上限を 36 ヶ月から 48 ヶ月に拡大）。

・ 認定調査票（概況調査）の「施設利用」の項目の追加。

・ 介護予防・日常生活支援総合事業利用者の基本チェックリストの入力

及び送信機能の追加。
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６．介護サービスの質の向上に資する科学的介護の推進について

○ 厚生労働省では、介護レセプトや要介護認定等情報では把握できない介護サー

ビス利用者に提供される具体的なケアの内容や心身の状態の変化に係るデータ

を収集、分析し、科学的に自立支援等の効果が裏付けられた介護を実現すること

を目指している。

○ 平成 28 年度から、訪問・通所リハビリテーション事業所からデータを送信し

てもらい、全国の介護事業所の送信データとの比較等をフィードバックし、介護

の質の向上に活用できる VISIT(通所・訪問リハビリテーションデータ収集システ

ム（monitoring & eValuation for rehabIlitation ServIces for long-Term care）)

を運用している。

また、令和２年４月から、リハビリテーション以外も含めた様々なデータを収

集するための CHASE（高齢者の状態やケアの内容等に関するデータベース（Care,

HeAlth Status & Events））を運用することとしている。

○ 今後、CHASE のリリースの際に改めてお知らせするので、各自治体におかれて

は、地域ケア会議等の機会に、地域の事業所に周知いただき、本事業への御理解

と取組への参加を促していただきたい。
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７．令和２年度介護事業実態調査の実施について

○ 厚生労働省においては、各介護サービス施設・事業所の経営状況、介護従事

者の処遇の状況、介護職員処遇改善加算の影響等を把握し、介護保険制度の改

正及び介護報酬改定に必要な基礎資料を得ることを目的として介護事業実態

調査を実施しており、令和２年度は次の調査を予定している。

(1)介護従事者処遇状況等調査 (2)介護事業経営実態調査

実施時期 令和２年４月 令和２年５月

調査客体

介護保険施設、
居宅サービス事業所、
地域密着型サービス事業所
※ただし、処遇改善加算対象サービスの一部

介護保険施設、
居宅サービス事業所、
地域密着型サービス事業所

客体数 約 12,000 施設・事業所（予定） 約 35,000 施設・事業所（予定）

調査項目
給与等の状況、給与以外の処遇状
況、介護従事者の基本給額、一時
金の額 等

サービス提供の状況、居室・設備等
の状況、職員配置、職員給与、収支
の状況 等

〇 各都道府県においては、これらの調査の重要性をご理解いただき、結果精度

を高める観点からより多くの回答数が得られるよう、

・ 管内の事業所等に対し、各種会議のほか、メールや通知等による周知及び

回答協力依頼

・ ホームページ等で本調査の周知及び回答協力依頼の掲載 等、

特段の配慮をお願いするとともに、管内の事業所等に対し回答協力依頼を行

っていただくよう、管内市区町村に周知願いたい。

＜参考＞

調査対象は、全国の介護サービス施設・事業所から無作為に抽出し、本年４

月に介護従事者処遇状況等調査の調査票を、同年５月に介護事業経営実態調

査の調査票を発送予定。
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 介護事業実態調査（※１）は、介護保険制度の改正及び介護報酬の改定に必要な基礎資料を得る
ため、厚生労働省が行っている統計調査です。

 令和２年度においては、４月に介護従事者処遇状況等調査を、５月に介護事業経営実態調査
を予定しており、皆様からいただいた回答は、今後の介護保険行政の方向性等を検討するため
の資料として活用します。

 専用ホームページからオンラインによる回答も可能ですので、調査票が届いた皆様（※2）にお
かれましては、本調査へのご理解とご協力のほど、よろしくお願いいたします。

介護事業実態調査にご協力ください。

回答いただいた調査内容は介護報酬改定等の検討に役立てられます。

※ 回答いただいた調査報告の秘密は厳守され、行政上の経営管理や税務調査のための資料といった、
統計以外の目的に使用することはありません。

調査票回答 集計・分析 報酬改定等へ反映報酬改定等の検討

※1 介護事業実態調査は、以下の３種類の調査から構成されています。

・介護事業経営概況調査・・・各介護サービス施設・事業所の介護報酬改定前後の経営状況等を把握
・介護事業経営実態調査・・・各介護サービス施設・事業所の介護報酬改定後2年目の経営状況等を把握
・介護従事者処遇状況等調査・・・介護従事者の処遇状況、介護職員処遇改善加算の影響等の評価

※2 全国の介護サービス施設・事業所から、無作為に抽出

（処遇状況等調査：約12,000施設・事業所（予定）、経営実態調査：約35,000施設・事業所（予定） ）
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参考資料
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○ 介護保険法施行規則（平成 11年厚生省令第 36 号） 改正新旧対照表【現時点案】 （変更点は下線部）

現行 改正後

（新設） （法第二十四条の二第二項の厚生労働省令で定める者）

第三十四条の五の二 法第二十四条の二第二項の厚生労働省令で定める者

は、保健、医療又は福祉に関する専門的知識を有する者（介護支援専門員

を除く。）とする。
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○ 要介護認定等の実施について（平成 21 年９月 30 日老発 0930 第５号） 改正新旧対照表【現時点案】 （変更点は下線部）

現行 改正後

１ （略）

２ 要介護認定に係る調査の実施者

（１）～（３） （略）

（４）認定調査員

市町村職員、認定調査について市町村から委託を受けた指定市町村事

務受託法人、指定居宅介護支援事業者等に所属する介護支援専門員並び

に介護支援専門員であって、本職通知（「認定調査員等研修事業の実施

について」（平成 20 年６月４日老発第 0604001 号）により都道府県又は

指定都市が実施する認定調査に関する研修（認定調査員研修）を修了し

た者（以下「認定調査員」という。）が、別途老人保健課長名で通知す

る「認定調査票記入の手引き」に従って、別添２に示す認定調査票を用

いて認定調査の対象者（以下「調査対象者」という。）に関する認定調

査を実施する。ただし、調査対象者に対して３に規定する主治医意見書

を記載する医師であって介護支援専門員である者は、当該調査対象者に

対して、当該申請に関する認定調査を行うことはできない。

３～５ （略）

１ （略）

２ 要介護認定に係る調査の実施者

（１）～（３） （略）

（４）認定調査員

市町村職員、認定調査について市町村から委託を受けた指定市町村事

務受託法人に所属する介護支援専門員その他の保健、医療又は福祉に関

する専門的知識を有する者、指定居宅介護支援事業者等に所属する介護

支援専門員並びに介護支援専門員であって、本職通知「認定調査員等研

修事業の実施について」（平成 20 年６月４日老発第 0604001 号）により

都道府県又は指定都市が実施する認定調査に関する研修（認定調査員研

修）を修了した者（以下「認定調査員」という。）が、別途老人保健課

長名で通知する「認定調査票記入の手引き」に従って、別添２に示す認

定調査票を用いて認定調査の対象者（以下「調査対象者」という。）に

関する認定調査を実施する。ただし、調査対象者に対して３に規定する

主治医意見書を記載する医師であって介護支援専門員である者は、当該

調査対象者に対して、当該申請に関する認定調査を行うことはできない。

介護支援専門員以外の保健、医療、福祉に関する専門的知識を有する

者は、以下の①又は②のいずれかに該当する者とする。

① 規則第 113 条の２第１号又は第２号に規定される者であって、介護

に係る実務の経験が５年以上である者

② 認定調査に従事した経験が１年以上である者

３～５ （略）
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認定調査票（基本調査）及び認定調査票（特記事項） （略） 認定調査票（基本調査）及び認定調査票（特記事項） （略）
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２～５ （略）

２～５ （略）
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会計検査院「平成 30年度決算検査報告」における 

不適切に支払われた介護給付費について 

 

 

【適切とは認められない支払の実態】 

 会計検査院が行った実地検査の結果、別紙のとおり平成 24年度から 29年度

までの間における介護給付費の支払について、27,852件、50,360千円が適切で

はないとされた。 

 今後は、このような事態を招くことのないよう事業者等に対する必要な助言

及び適切な指導を行い、介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるよう取

り組まれたい。 

 

 具体的には、介護報酬の算定に当たり、 

 

① 通所介護については、17事業者が、事業者の規模区分を誤るなどしていた。 

 

② 訪問介護については、12事業者が、減算に係る要件を満たす建物の居住者

に対して訪問介護を提供していたのに、所定単位数の 100分の 90に相当する

単位数に減算することなく介護報酬を算定していた。 

 

 上記のほか、介護療養施設サービス、通所リハビリテーション、介護福祉施

設サービス、地域密着型通所介護及び短期入所療養介護の５つの介護サービス

について、６事業所が単位数の算定を誤り、介護報酬を過大に請求していた。 
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